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◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
〇阪空契第 376 号
１ 調達内容
 品目分類番号 16
 調達物品及び数量
宮崎空港ＴＡＰＳ用無停電電源装置外19か
所蓄電池の製造（電子入札対象案件）
 調達物品の特質等 以下、蓄電池等を製造
し、既設蓄電池等を更新する。更新した蓄電
池等は、廃棄処分とする。
対象施設 蓄電池型式等
１）宮崎空港事務所庁舎（宮崎県宮崎市）
ＢＡ400×112個×２組 架台２式 開
閉器盤１面 用途：ＴＡＰＳ用無停電電源
装置
２）富山空港出張所庁舎（富山県富山市）
ＢＡ450×12個 用途：無線用発電装
置
３）大津ＶＯＲ／ＤＭＥ局舎（京都府京都市）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：発電装置

４）八尾空港事務所 電源局舎（大阪府八尾
市）
ＢＡ350×12個 用途：照明施設用発
電装置
５）鳥取空港庁舎（鳥取県鳥取市）
ＢＡ350×12個 用途：無線用発電装
置
６）高知空港事務所（高知県南国市）
ＭＳＥ300×12個 用途：移動式発電

装置 航空局１
７）那覇空港事務所（沖縄県那覇市）
ＭＳＥ300×12個 用途：移動式発電

装置 航空局２
８）大阪空港事務所 移動式発電装置格納庫
（兵庫県伊丹市）
ＭＳＥ300×12個 用途：非常用レー

ダー用発電装置
９）壱岐空港庁舎（長崎県壱岐市）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：発電装置

10）壱岐ＶＯＲ／ＤＭＥ局舎（長崎県壱岐市）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：発電装置

11）宇部ＶＯＲ／ＤＭＥ（山口県宇部市）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：発電装置

12）佐賀空港出張所庁舎（佐賀県佐賀市）
ＢＡ450×12個 用途：無線用発電装
置

13）福岡空港事務所 移動式発電装置格納庫
（福岡県福岡市）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：非常用管制
塔システム用発電装置
14）大分空港事務所 電源局舎（大分県国東
市）
ＢＡ450×12個 用途：無線用発電装
置
15）宮崎空港事務所 電源局舎（宮崎県宮崎
市）
ＢＡ800×12個 用途：無線用発電装
置
16）沖永良部ＶＯＲＴＡＣ局舎（鹿児島県大
島郡和泊町）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：発電装置

17）奄美ＲＣＡＧ局舎（鹿児島県奄美市）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：発電装置

18）嘉手納ＲＡＧ／ＴＸ局舎（沖縄県嘉手納
町）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：発電装置

19）嘉手納ＲＡＧ／ＲＸ局舎（沖縄県嘉手納
町）
ＢＡ160Ｓ×12個 用途：発電装置

20）石垣空港出張所庁舎（沖縄県石垣市）
ＢＡ350×12個 用途：無線用発電装
置
なお、詳細は仕様書による。
 電子調達システムの利用 本案件は、証明
書等の提出、入札を電子調達システムで行う
対象案件である。
なお、電子調達システムによりがたい場合
は、紙入札方式参加願を提出するものとする。
 納入期限 平成31年２月28日
 納入場所 １による
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は消費税及び地方消費税に
係る課税事業者であるか免税事業者であるか
を問わず、見積もった契約金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条及び71条
の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中の特別の理由がある場合に
該当する。
 平成28・29・30年度国土交通省競争参加資
格（全省庁統一資格）のうち、開札時までに
「物品の製造」でＡ等級に格付けされている
者。
なお、当該資格を有していない者について
は、「競争参加者の資格に関する公示」（平成30
年３月30日付官報）に記載されている申請方
法等により、競争参加資格の申請を受け付け
る。
 大阪航空局長から指名停止の措置を受けて
いる期間中の者でないこと。
 次に掲げる要件を有するものであること。
１）平成15年４月１日以降に元請けとして完
了した調達物品（触媒栓式鉛蓄電池及び制
御弁式鉛蓄電池をいう。）又は同種物品を製
造し、納入した実績を２件（契約）以上有
すること。
なお、同種物品とは、触媒栓式ベント形
据置鉛蓄電池で以下による。
ア）構造：ＪＩＳ Ｃ8704１（据置鉛蓄
電池ベント形）又は国際規格（ＩＥＣ規
格）6089611に準拠すること。
イ）容量：150Ah（５時間率）以上 公称
電圧２Ｖ

２）調達物品の設計・製造を行うために必要
な組織体制を有する者。
３）調達物品の製造計画等を適切に行える
者。
４）調達物品に対し、適切な品質管理体制が
整備された者。
５）調達物品に対し、サービス体制及び部品
供給体制が整備された者。
・緊急時（夜間・休日等を含む）の連絡体
制が整っていること。
・緊急時の技術者派遣要請に対し、24時間
以内に技術者を派遣できる体制を有する
こと。
・部品供給部門の組織体制が整っているこ
と。
・構成部品について最低10年間供給できる
こと。
・部品の供給を要請した場合は、３ヶ月以
内に納入場所へ部品供給できること。

 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書・仕様書の交付場所及び問い合わ
せ先
〒5408559 大阪市中央区大手前４１
76大阪合同庁舎第４号館15階 国土交通省大
阪航空局総務部契約課 電話0669496206
ＦＡＸ番号0669496220

 電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ
先
電子調達システム
https://www.nyusatsu.geps.go.jp/OMP/

Accepter/

 入札説明書及び仕様書の交付方法
交付期間 平成30年８月20日より平成30年９
月19日まで。（土曜日、日曜日及び祝日を除
く毎日、９時00分から17時00分までの間。）
必要とする者に無償で貸与する。ただし、
関係書類の交付、返却に要する費用は実費
負担とする。なお、３の場所で入札説明
書及び仕様書の交付を希望する場合は、３
に事前連絡の上、大阪航空局管内の空港
事務所等で交付を受けることができる。

 電子調達システムによる入札書類データ
（証明書等）の受領期限、及び紙入札方式に
よる証明書等の受領期限 平成30年９月19日
17時00分まで
 電子調達システム及び郵送等による入札書
の受領期限 平成30年10月５日９時00分から
平成30年10月15日17時00分まで
持参による入札書の受領期限 平成30年10
月５日９時00分から平成30年10月16日13時00
分まで
 開札の日時及び場所 平成30年10月16日13
時00分 国土交通省大阪航空局13階入札室
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